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3 
出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

1.「水素社会」の実現に向けた取組（エネルギー基本計画） 

エネルギー基本計画（水素部分概要）（2014年4月11日閣議決定） 

経 済 産 業 省 
資源エネルギー庁 

 本年４月に策定された「エネルギー基本計画」では、近年の技術革新の進展を踏まえ、「水素をエネルギー
として利用する“水素社会”についての包括的な検討を進めるべき時期に差し掛かっている」とし、「将来の
二次エネルギーでは、電気、熱に加え、水素が中心的役割を担う」という期待を表明している。 

第３章第８節  ３．“水素社会”の実現に向けた取組の加速 

（１）定置用燃料電池（エネファーム等）の普及・拡大 

家庭用（エネファーム）は２０３０年に５３０万台導入することを目標に、市場自立化に向けた導入支援や技術開発・標準化を通
じたコスト低減を促進。 
業務・産業用も早期実用化を目指し技術開発や実証を推進。 

（２）燃料電池自動車の導入加速に向けた環境の整備 

２０１５年から商業販売が始まる燃料電池自動車の導入を促進するために、規制見直し等によって水素ステーション１００ヶ所整
備の目標を達成するとともに、低コスト化のための技術開発等によりステーションの整備を促進。 

（３）水素の本格的な利活用に向けた水素発電等の新たな技術の実現 

水素の利用技術の実用化については、水素発電にまで拡がっていくことが期待。技術開発を含めて戦略的な取組を今から着
実に推進。 

（４）水素の安定的な供給に向けた製造、貯蔵・輸送技術の開発の推進 

水素をより安価で大量に調達するため、先端技術等による水素の大量貯蔵・長距離輸送など、水素の製造から貯蔵・輸送に
関わる技術開発等を今から着実に推進。 

（５）“水素社会”の実現に向けたロードマップの策定 
“水素社会”の実現に向けたロードマップを本年春を目途に策定し、その実行を担う産学官による協議会を早期に立ち上げ。 



4 出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

2.水素エネルギーの意義（昔から繰り返し言われていること） 
経 済 産 業 省 
資源エネルギー庁 

 近年の地球温暖化等のエネルギーを巡る問題が深刻化する中で、将来的なエネルギーとして水素の利活
用が注目されている。 

 
 国内に資源が乏しく、エネルギーの大部分を海外の化石燃料に依存している日本にとって、水素は、「エネ

ルギーの有効活用」や「エネルギー効率の向上」を通じて「エネルギー供給源の多様化」や「環境負荷の低
減」に資すると考えられる。また、利用用途によっては「非常時対応」の観点からの有益。 

エネルギー供給源の多様化 

• 水素は、自然には単独で存在しないが、水素源
の一つである水は地球上に無尽蔵に存在。 

• 化石燃料だけでなく、太陽光、バイオマス等の再
生可能エネルギーからの製造も可能。 

環境負荷の低減 

• 利用段階でCO2を排出しない。燃料伝んちの場
合はエネルギー効率が高く、省エネ・省CO2に寄
与。 

• 再生可能エネルギーから製造された水素であれ
ば、製造から利用までの全過程でCO2フリー。 

エネルギーの有効活用 

• 地域的な偏りや時間による変動等の問題を抱える
再生可能エネルギーを含む、様々なエネルギーを
大量に貯蔵・輸送することが可能。 

• 送電線のような大規模なインフラによらず、トレー
ラーや船舶での輸送が可能。 

エネルギー効率の向上 

• 定置用燃料電池の発電効率は35~60%。電気と熱
を併せた総合エネルギー効率は80%超。 

• 燃料電池自動車のエネルギー効率は35%程度 

水素エネルギー利活用の意義 

• 分散型エネルギーである定置用燃料電池や、非常時の電力供給も可能な燃料電離自動車はレジリエン
スの観点から重要 

非常時対応 
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3. 水素利活用技術の適用可能性 

現在 実用化段階 将来 

発電 

水素発電 
業務・産業用燃料電池 

民生用 特殊用途 核種補助電源 

ポータブル 
燃料電池 

調査用潜水艇 
潜水艦  等 

冷凍トラック 
特殊車両 等 

宇宙 

ロケット燃料 

工業プロセス利用 

精油精製 

光ファイバー製造 

輸送 

燃料電池自動車 
(FCV) 

提供：JX日鉱日
石エネルギー 

民生用 

家庭用燃料電池 
（エネファーム） 

輸送 

業務用車両 
（燃料電池バス、フォークリフト） 

水素燃料船 
燃料電池船 

燃料電池鉄道車両 

燃料電池スクーター 

水素ジェット飛行機 
燃料電池飛行機 

工業プロセス利用 

水素還元製鉄 

［出展］各種資料より資源エネルギー庁作成  
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４．水素エネルギーシステム 

水素製造 輸送 利用・エネルギー発生 
（H2+1/2O2→水､熱､電気） 

貯蔵 水素源 

太陽光 

風力 

地熱 

水力 

廃棄物 

バイオマス 

天然ガス 石油 

再生可能 
エネルギー 

化石燃料 

核熱 

電力 水素 

石炭 

改質 
ガス化 

熱化学法 

発酵 
ガス化 

水電解 

燃料電池･熱機関 

民生･産業用電力 
電気自動車 

輸送機関用燃料 
燃料電池 メタノール 

DME. GTL 
エタノール 

合成 

燃料電池 
熱機関 

貯蔵 

改質 

副生水素 

原子力 

火力 

メチルシクロヘキサン 
デカリン 

有機ハイ 
ドライド 

合成 
燃料 

出典：HESS HP 
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5. 出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 
水素社会実現に向けた対応の方向性 

 水素社会の実現に向けて、社会構造の変化を伴うような大規模な体制整備と長期の継続的な取組を実施。また、様々 な局面で、水素の需要側と供給
側の双方の事業者の立場の違いを乗り越えつつ、水素の活用に向けて産学官で協力して積極的に取り組んでいく。 

 このため、下記のとおりステップバイステップで、水素社会の実現を目指す。 

  ・フェーズ１(水素利用の置役的拡大)：足元で実現しつつある、定置用燃料電池や燃料電池自動車の活用を大きく広げ、我が国が世界に 
    先行する水素・燃料電池分野の世界市場を獲得する。 
  ・フェーズ２(水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立)：水素需要を更に拡大しつつ、水素源を未利用エネルギーに広げ、 
    従来の「電気・熱」に「水素」を加えた新たな二次エネルギー構造を確立する。 
  ・フェーズ３(トータルでのCO2フリー水素供給システムの確立)：水素製造にCCSを組み合わせ、又は再エネ由来水素を活用し、トータル 
    でのCO2フリー水素供給システムを確立する。 

フェーズ１ 
水素利用の飛躍的拡大 

(燃料電池の社会への本格的実装) 

水素・燃料電池関連の機器・インフラ作業の市場規模（日本） 
２０３０年 約１兆円 → ２０５０年 約８兆円 

2020年 

2030年 

2040年 

東京オリンピックで 
水素の可能性を 
世界に発信 

フェーズ２ 
水素発電の本格導入／ 

大規模な水素供給システムの確立 

フェーズ３ 
トータルでのCO2フリー 
水素供給システムの確立 

09年 家庭用燃料電池/15年 燃料電池車 市場投入 
 
 

2017年 
業務・産業用燃料電池：市場投入 
 
2020年頃 
ハイブリッド車の燃料代と同等以下の水素価
格の実現 
 
2025年頃 
燃料電池車： 同車格のハイブリッド車同等の
価格競争力を有する車両価格の実現 

2020年代半ば 
・海外からの水素価格(プラント引渡価格)30円/Nm3 
・商業ベースでの効率的な水素の国内流通網拡大 
 
2030年頃 
・海外での未利用エネ由来水素の製造、輸送・貯 
 蔵の本格化 
・発電事業用水素発電：本格導入 

2040年代半ば 
・CCSや国内外の再エネの活用との組み合わせによる
CO2フリー水素の製造、輸送・貯蔵の本格化 

開発・実証の加速化 
水素供給国との戦略的協力関係の構築 

需要拡大を見据えた安価な水素価格の実現 

水素供給体制の構築見通しを踏まえた 
計画的な開発・実証 
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出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

6.水素発電の意義②（水素利活用分野への波及効果） 

 水素発電の導入により、恒常的かつ大規模な水素需要が生じ、これに対応するための大規模なサプライ
チェーンが整備されることとなれば、原料水素コストが下がり、燃料電池自動車など、他の水素利活用分
野においても波及効果が見込めるのではないか。 

水素需要量の比較（試算） （※）一定の仮定を置いた場合の試算値 

年間水素使用量 備考 

水素発電 
(事業用100万Kw・専焼) 

23.7億Nm3 ― 

LNG火力発電の燃料を水素に換算して試算 
 ○出力：100万kW 
 ○熱効率想定：51%(「コスト等検証委員会」より) 
 ○稼働率想定：49%(「電力需給の概要」2010年度実績) 

水素発電 
(自家発10万Kw・専焼) 

3.5億Nm3／基 6.8基 

自家発(燃料種不定)の燃料を水素に熱量換算して試算 
 ○出力：10万kW 
 ○熱効率想定：41%(「総合エネルギー統計」より) 
 ○稼働率想定：58%(「電力調査統計」より) 

（※効率と稼働率は自家発平均） 

燃料電池自動車 1,060Nm3／台 223万台 
燃料電池自動車の試算前提 
 ○燃費：8.9km/Nm3 (100km/kg-H2) 
 ○年間走行距離：9,500km 

燃料電池バス 
(路線バス) 

52,000Nm3／台 4.5万台 

燃料電池バスの試算前提 
 ○燃費：0.99km/Nm3 (JHFCプロジェクトより) 
 ○年間走行距離：51,684km 

（日本バス協会「日本のバス事業」をもとに推計） 

家庭用 
純水素形燃料電池 

（0.7Kw) 
2,260Nm3／台 105万台 

家庭用純水素型燃料電池の試算前提 
 ○家庭用燃料電池の年間発電電力量：3,301kWh 

(「パナソニックHP」より推計) 
 ○純水素形の発電効率想定：49% 
  (家庭用燃料電池の発電効率39%(LHV)、改質器効率 
       80%から算出) 

各用途が同程度の水素需要 



9 出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

7.水素発電／未利用エネルギー由来水素輸送について② 
経 済 産 業 省 
資源エネルギー庁 

（課題）水素の需要側と供給側のそれぞれの取組を一体的に行っていくことが重要（まずは、水素プラント引 
      渡コスト３０円／Nm3を下回ることが目安） 

＜対応の方向性（協議委員会の主な意見）＞ 
①水素発電の本格導入に向けた具体的な取組計画 
②水素発電に関する実証 
③海外の未利用エネルギー由来水素輸送に関する実証 

海外供給 
９０ 

海外供給 
１０ 

国内供給 
１１０～１７０ 

国内供給 
１２０～１８０ 

水素需給の将来見通し（試算の一例） 

年間 
水素需給 
（億Nm3） 

有機ハイドライド、液化水素 

製油所の水素製造装置余力による水素 
ソーダ工業、鉄鋼業からの副生水素等 

水素発電 

燃料電池自動車 

外販水素（産業ガス） 

製油所等自家消費分【参考値】 

（需要のみ） 
現在 

需要  供給 
２０１５年 

需要  供給 
２０３０年 

2 2 2 

0.01 27 

0～220 

自家消費 
150程度 

自家消費 
150程度 

自家消費 
150程度 

【出展】 NEDO委託調査（委託先：みずほ情報総研） 
     「水素需給の現状と将来見通しに関する検討」（2012年）等 
     により資源エネルギー庁作成 

（注）上記前提は、本試算を行ったみずほ情報総研が行ったヒアリング調査結果等を踏まえたものであり、資 
   源エネルギー庁の見解を示すものではない。 



出典：Masaharu Sasakura a,*, Yuki Ishimoto b, Yoshihiro Aizawa c, KoSakata ,Research and 
Development Division, The Institute of Applied Energy, Japan Studies in Japan for Realizing CO2-free 
Hydrogen Global Chains, Proceedings The 20th WHEC, Korea 2014,June 
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8. 2050年までの水素需要予測 

水素1Mtone 
＝112億Nm3  
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フェーズ３での課題 
9.＜水素の製造、輸送・貯蔵＞ 

●課題１：水素供給国におけるＣＣＳ 

 海外の副生水素、原油随伴ガス、褐炭等の未利用エネルギーから製造された水素を
国内に輸送する場合、地球大での二酸化炭素排出量削減を目指すためには、水素供給
国において排出される二酸化炭素を回収・貯留するCCS等を行うことが必要である。 
 なお、全世界のC C SのC O 2削減ポテンシャルは約２兆トン（＝現在のC O 2排出量の
約70年分相当）とされており【出展：IPCC「CCSに関する特別報告書」】、2050年ま
でにC O 2を半減させる場合、C O 2排出削減量の14％はCCSにより達成されると評価さ
れている【出展：IEA「エネルギー技術展望 2012」】。 

 [出展]IEA「エネルギー技術展望 2012」 



12 出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

●課題２：再生可能エネルギー由来の水素製造等に関する技術開発・実証等 

 水電解による水素製造は、小規模な工業用として一定程度は行われてきているもの

の、水電解による大規模な水素製造はほとんど行われていない。このため、大規模で

安定かつ安価に水素製造をできる技術開発が必要となる。また、風力発電や太陽光発

電などの再生可能エネルギーは天候の変化等に伴い発電量が変動することから、出力

変動に対応することも必要となる。 

 他方、上記の技術が実用化すれば、再生可能エネルギーの時間変動を水素に変換す

ることで吸収することも可能となり、再生可能エネルギーの導入量拡大に資する可能

性がある。ドイツを中心として、欧米各国でも再生可能エネルギー由来の電力を水素

に変換する Power to Gas の取組が積極的に行われており、メタネーションなども含

め、再生エネ由来水素を有効活用するための技術開発・実証を行っていくべきである。 

●課題２：その他の中長期的な技術開発 

 CCSや再生可能エネルギー由来電気の活用に加え、現時点ではより基礎的な技術開

発段階ではあるものの、将来的にCO2フリー水素供給システムの実現に資する技術と

しては、光触媒による水素製造技術、高温ガス炉等の熱を活用したISプロセスによる

水素製造技術、アンモニアの水素エネルギー・キャリアとしての活用などが検討され

ている。 
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10. 水素の製造方法（まとめ①） 

 様々な水素の製造方法は、①副生水素、②既存設備による目的生産、③新規設備による目的生産、④将来
技術に分類することが出来る。 
 

 追加的なコストは、①が最も低く、③が高い状況となるが、①の製造可能量は目的生産物の製造量によっても
変わってくるため、簡単に融通できない可能性もある。 

副生水素 

目的生産 
(既存設備) 

目的生産 
(新設設備) 

将来技術 
光触媒 

ISプロセス 

化石燃料改質 

水電解 

石油精製 

アンモニア 

苛性ソーダ 

鉄鋼 

石油化学 

各水素製造方法に対する追加的な水素活用に向けた考え方 

水素発生の概要 追加活用に向けた考え方 

目的生産物の生産に伴い 
副次的に水素が発生 
（設備の新設は不要） 

工業プロセスに用いるために 
既存の水素製造装置を活用 

（設備の新設は不要） 

追加的に設備を設置して 
水素を製造 

将来的な活用が期待される 
新規技術 

水素製造量は目的
生産物の生産状況
に依存する。 

本来目的に活用して
いない製造余力によ
り水素を製造 

製造能力は設備の 
新設状況次第 

技術が実用化されれば活用が可能 
（いずれも新規設備による目的生産） 

追加的なCO2排出や設備コストは
少なく済む。ただし、副生水素が既
に発電用燃料等に活用されている
場合には、それを代替する燃料等
による追加コスト、CO2排出が発生。 

追加的な設備コストは少なくて済
むが、水素の製造のためには、追
加的に燃料を投入する必要があり、
CO２やコストも追加的に発生 

新たに設備コストや燃料・電力コ
ストが必要となる。 



出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

11. 水素の製造方法（まとめ②：CO2排出量） 
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 水素の製造プロセスで生ずるCO2排出については、再生可能エネルギーを用いた水分解を行った場合には
非常に少ない。 
 

 また、副生水素（苛性ソーダ、鉄鋼、石油化学）については、副次的に発生する点を踏まえると、CO2の排出
は非常に少ないと考えられるものの、既にこれらの副生水素がボイラー等の燃料として用いられている場合
には、代替燃料として化石燃料を用いるケースが想定されるため、その分のCO2が追加的に排出されること
となる。 

各製造方法のCO2排出量比較 

CO2排出量（kg-CO2/Nm3-H2) 備考 

副生水素 

苛性ソーダ 
0.89～1.16 

（重油代替～石炭代替） 

鉄鋼 
1.00～1.28 

（重油代替～石炭代替） 

・COGからの水素分離のためにPSAを想定 
・系統電力のCO2排出係数は2010年の0.35kgCO2/kWh
を想定 

石油化学 N.A. 

目的生産 
（既存設備） 

石油精製 

0.95, 1.08, 1.13 
（都市ガス, LPG, ナフサ） 

・改質効率は70％を想定 
・改質後は水素精製にPSAを想定 
・系統電力のCO2排出係数は2010年の0.35kgCO2/kWh
を想定 

アンモニア 

目的生産 
（新規設備） 

化石燃料等改質 

水電解 
0.00～1.78 

（再生可能エネルギー～系統電力） 

・電解効率は70％を想定 
・系統電力のCO2排出係数は2010年の0.35kgCO2/kWh
を想定 

将来技術 
光触媒 製造段階では排出無し 

ISプロセス 熱源のCO2排出量による 
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12. 個別の水素製造技術⑧（将来技術ⅱ（ISプロセス）） 

出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

 水を熱により直接分解しようとすると４０００℃以上の超高温が必要となるが、複数の化学反応を組み合わ
せて、１０００℃以下の熱で水を分解することが可能となる。 
 

 例えば、ヨウ素（I）と硫黄（S）の化合物を用いたISプロセスでは、９００℃程度の温度により水素の製造が可
能となり、熱源としては、高温ガス炉の利用も検討されている。 

 研究開発段階 

熱源により異なる。高温ガス炉を用い
ればＣＯ２排出はほぼゼロとなる 

 安定供給が可能 

 熱源により、設備設置のコストが異な
る 経済性 

安定性 

実用化状況 

環境性 

ISプロセスによる水素製造プロセス 

水素 酸素 

I2 

SO2 

H2O 
+ 

H2 
+ 
I2 

2HI 

硫黄 (S) 
の循環 

ヨウ素 (I) 
の循環 

高温ガス炉 

水 

900℃ 400℃ 

H2O 

2HI+H2SO4  

I2+SO2+2H2O 

H2SO4 
½ O2 

SO2+H2O 
+ 

ヨウ化水素 
の分解 

ヨウ化水素と 

硫酸の生成 

硫酸の分解 

【出所】独立行政法人日本原子力研究開発機構 

ISプロセスによる水素 

 ヨウ素と以降の化合物を用いて、複数の化学反応を組み
合わせることで、９００℃の熱で水素の製造が可能 



16 出典：水素・燃料電池戦略協議会資料 

13. 水素の製造方法（まとめ③：経済性） 

各製造方法の経済性 

製造コスト 
（円/Nm3） 

備考 

副生水素 

苛性ソーダ ２０ ・各種資料からの引用であり、詳細は不明 

鉄鋼 ２４～３２ 

・各種資料から12～20円/Nm3 
・「水素社会における水素供給者のビジネスモデルと石油産業の位置付けに関する調査
報告書」、石油産業活性化センター、平成15年）では16.3円/Nm3であるが、最新のエネ
ルギー価格に基づくと28.1円/Nm3となり、上記の価格に比べ12円の上昇 

石油化学 ２０ ・各種資料からの引用であり、詳細は不明。 

目的生産 

（既存設備） 

石油精製 ２３～３７ 

・各種資料から10～24円/Nm3 
・「水素社会における水素供給者のビジネスモデルと精油産業の位置付けに関する調査
報告書」、石油産業活性化センター、平成15年）では11.1円/Nm3であるが、最新のエネ
ルギー価格に基づくと23.7円/Nm3となり、上記の価格に比べ13円の上昇。 

アンモニア N.A. 

目的生産 

（新規設備） 

化石燃料等改質 ３１～５８ 
（※）ランニングのみ 

・改質器の設備費等は含まない。 
・改質効率を70％と想定。 
・都市ガス（工業・商業用）1.7円/MJ、A重油1.4円/MJ、LPG2.9円/MJ、ナフサ1.8円/MJ 
・PSA用電力は0.33kWh/Nm3-H2。2012年の電力平均単価16.5円/kWh 

水電解 

８４（系統電力） 

７６～１３６ 
（風力～太陽光） 

（※）ランニングのみ 

・電解装置の設備費等は含まない。 
・電解効率を70％と想定。 
・系統電力は2012年の伝よく平均単価16.5円/kWh 
・調達価格算定委員会資料に基づき、風力発電は30万円/kW、太陽光は10kW以上を29
万円/kW、10kW未満を38.5万円/kWとし、コスト等検証委員会の手法により発電単価を
推計すると、各々14.9円/kWh、23.6円/kWh、26.8円/kWh 
・水素製造は発電サイトでの電解を想定していることから、送電コストは含まない。 

（※）過去の各種調査より抜粋しており、必ずしも同じ前提にしたがって計算されたものではない。 
    また、電力料金、化石燃料価格等の上昇等に伴い、現在、コストが高くなっているものもあると想定される 
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水素1kg＝11.2Nm3  

30円/Nm3 
=336円/kgH2 

出典：秋鹿研一「再生可能エネルギー社会への鍵：エネルギーキャリア（プロジェクトの背景と内容）」 
    平成25年11月20日記者会見資料 

14. 水素価格予測 

13¥/kWh 

3¥/kWh 

可能性 

水素価格（￥/ ｋｇ Ｈ２) 
¥3/kWh 風力発電＞水素＞NH3などを輸入し、日本で
分解した水素価格は原油100$以上で競合できる 

村田、燃料電池、10(4),27（２０１１）を再計算（¥3/kWh風力水素であれば、現行技術で実現） 

ガソリンとは（原油180$以上で優位だ
が）燃料電池効率を2倍とすると原油
80$でも強度 

原油輸入価格（$/Burrel） 
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出典：文部科学省HPから 

15.  エネルギーキャリア運営体制 

ガバニングボード 
●文部科学省・経済産業省 ●学識経験者 
●経済団体 ●関連企業 ●NEDO, JST 

文部科学省（JST-ALCA特別重点ﾃｰﾏ） 

運営総括（ＰＯ） 技術参事 フェロー 
(調査・分析) 

フェロー 
(知財) 

横断マネージャー 

アンモニア製造 
チーム 

アンモニア利用
チーム 

有機ハイドライド
チーム 

プロセス工学
チーム 

トータルシステムシナリオ検討 

高温型高効率集熱システム 

新ＩＳプロセス開発 

革新的アンモニア合成法開発 

高効率アンモニア分解・分離 

アンモニア燃料電池 

アンモニア直接燃焼 

電解合成 

水素化・脱水素 

有機ハイドライド燃料電池 

水素分離膜・精製 

成果の 
橋渡し 

基礎的課題 
への立ち返り 

経
済
産
業
省
・Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ 

情報交換 

他制度の関連研究開発 
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16. 

出典：産業技術環境局研究開発課 資料 

事業イメージ 

現状～ 

①水素製造 

水素 

発電 

燃料電池 

石油(ナフサ) 
天然ガス 

改質 

自動車用燃料電池 
燃料電池用 
分散電源 

熱 40% 
電気 40% 

液体水素ローリー 

液体水素ローリー 

液体水素タンカー 

ガスパイプライン 

②転換・ 
輸送 

①水素製造 

ケミカルタンカー 

火力発電 
への混焼 

電気 60% 

将来 

水素 

再生可能エネルギー 等 

③再生可能エネルギー 
現地調査 

アンモニア 
メチルシクロヘキサン 
ジメチルエーテル 
メタノール      等 

水素 
貯蔵 

水素 
貯蔵 

水電解 

太陽光発電 風力発電 
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出典：秋鹿研一「再生可能エネルギー社会への鍵：エネルギーキャリア（プロジェクトの背景と内容）」 
    平成25年11月20日記者会見資料 

17. NH3製造研究開発計画 （広島大小島資料より） 

集熱システムＧ 新ISプロセスＧ アンモニア合成Ｇ 

効率：＞70％ 
蓄熱：650℃ 

効率：＞４0％ 
制御温度：＜600℃ 

ｼｽﾃﾑ設計(10ﾄﾝ/日) 集光、集熱管、蓄熱 
材・熱媒体 

小型ＮＨ３合成プロセス 

大規模ＨＢ 

・膜分離新ISプロセス 

選択透過膜 

ＩＳＮサイクル 

・新熱化学プロセス 

アルカリ金属系 
Li, Na, Kの酸化物 

・新水蒸気分解 太陽熱発電 
 600℃以下 

熱 

蓄熱 

電 

アンモニア 

2000トン/日 
10トン/日 

Ｈ２ 

0.5N2 + 4HI → 1.5I2 + NH4I 



18.新ISプロセスの開発 

HI分解 硫酸分解 

SO2 + I2 + 2H2O2HI + H2SO4 (1) 

2HI I2 + H2 (2) 
H2SO4SO3 + H2O  

SO2 + 0.5O2 + H2O (3) 

400～ 

500℃ 

水素分離膜 酸素分離膜 

カチオン交換膜 

分解触媒 SO3分解触媒 

耐食材の腐食評価 

800℃ 

目標：600 C以下、40%以上の水素製造効率（水電解水素効率：30%） 

ブンゼン反応 

現状：ISプロセスにより、高温ガス炉か
らの約800 Cの熱で水素製造 

600℃ 
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出典：小島由継、平成25年度ALCA研究開発課題申請書から作成 

水素 286kJ 

H 2 SO 4 

酸素 

I 2 

SO 2 

H 2 O 
+ 

H 2 

+ 
I 2 

2HI 
1/2O 2 

+ 
SO 2 +H 2 O 

硫黄 (S) 

の循環 

ヨウ素 (I) 

の循環 

太陽からの高温熱 
650℃、397kJ 

2HI  + H 2 SO 4 

I 2  +  SO 2  +  2H 2 O 

H 2 O 

水 

排熱 111kJ 

286kJ 111kJ 
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太陽 
エネルギー 

空気 水 

アンモニア 

19.農工大の研究戦略 

0.5N2 + 1.5H2O → NH3 + 0.75O2    

太陽光発電 太陽熱集熱 
650℃ 

N2 H2O 

TUATハイブリッドサイクル TUAT熱化学ISNサイクル 

農業用のアンモニア水製造 
100kg／日の小型プラント 

海外からのエネルギーキャ
リアー用アンモニア製造 
100トン/日の大型プラント 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Solar_Array.jpg


酸素     ＮＨ３ 
600℃ 

1.5H2SO4 

ＨＩ 

1.5SO2 

1.5H2O 
+ 

ＮH3 
+ 
ＨＩ 

ＮＨ４Ｉ   0.75O2 + 
1.5SO2+1.5H2O 

ヨウ化水素 
の分解 硫酸の分解 

硫黄(S) 
の循環 

ヨウ素(Ｉ) 
の循環 

→ 3HI + 1.5H2SO4 

1.5I2  + 1.5SO2  + 3H2O 

ヨウ化水素と 
硫酸の生成 

（ブンゼン反応） 
1.5H2O 
水 

500℃ 
 
 

太陽熱 
高温排熱 

650℃ 

発熱反応180℃ 

吸熱反応 吸熱反応 

20. 農工大が提案している太陽熱を利用して海外からエネルギーキャリ
アーとしてのアンモニアを大量に製造するためのISN熱化学サイクル 

INHIHIN 422 5.145.0 

発熱反応40℃ 

Ｎ２ 

1.5I2 
3HI 
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 ISサイクルのエネルギー変換効率 
  53.5%～76.6%  （出典：JAERIResearch2002-039） 
 
 ISNサイクルのエネルギー変換効率を40%から60%に変化させた場合
のアンモニア製造のエネルギー原単位 
 熱効率 エネ原単位 
   40%    63MJ/kg 
   50%    53 MJ/kg 
   60%    42 MJ/kg 
 参考： 
 天然ガスからの水素によるハーバー・ボッシュ法  
     約 30 MJ/kg 
 電解水素を用いたハーバーボッシュ法 
     約 45 MJ/kg 
今後、ISN熱化学サイクルからのアンモニアとハーバボッシュ法からの
アンモニアの製造コストを入手するエネルギー価格から評価すること
が課題である。 

 
21. 期待される新ISN熱化学プロセスの熱効率 

24 
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22.  －ハイブリッド熱化学サイクルを用いたアンモニア合成－ 

番号  反応式  
⊿H 

[kJ/mol]  
⊿G 

[kJ/mol]  
T  

[℃]  
2-1 プラズマ反応    

1.5CO2  →1.5CO+0.75O2 
424.5 385.8 25 

2-2 熱化学触媒反応 
0.5N2 + 1.5CO + 1.5H2O → NH3 + 1.5CO2  

-107.7  -59.3  25  

全体    0.5N2  + 1.5H2O  → 0.75O2 + NH3   316.8 326.5 25 

Table.１ アンモニア合成TUATハイブリッドサイクルMARKⅡ 

CO2 
CO 

プラズマ反応 

N2 

H2O 
熱化学触媒反応 

O2 

NH3 

TUATハイブリッド 
サイクルMARKⅡ 

太陽光 
発電 

熱 

Fig.12 ハイブリッドサイクル概略図 

CO生成にのみプラズマを用いて 
窒素と水とCOからアンモニアを合成する 

各反応の進行は実験で検証済み 

農工大学で2013年10月に特許出願 

平成26年度 基盤研究(B)（特設分野研究）で申請中 

高温ガス炉の発電電力を使用することも可能 



23. 日本が高温ガス炉技術で 
世界のトップランナーであることの意義 

① 唯一の被爆国であり、東日本大震災により生じた原子炉事故を教訓に、世界一
安全性を重視する日本が提案する安全基準を国際標準にして、国際的に原子
力利用の安全性を監視し、技術的な支援ができる体制を保持することが、高温
ガス炉を受け入れるパブリッックアクセプタンスを形成する上で重要である。 

  （安全性確保） 

② 再生可能エネルギーだけでは日本のエネルギー需要を賄えきれない場合、 

  安全性が理解されて高温ガス炉からのエネルギー供給を社会が求めるように
なった時、高温ガス炉の製造技術を保有し、それを提供できる産業と技術者が
存在することが高温ガス炉を選択する上で重要である。（技術確保） 

③ 日本の高温ガス炉の技術（再処理技術も含めて）をASEAN諸国に提供すること
で、それにより生まれるエネルギーを優先的に日本に輸入できる。（エネルギー
セキュリティー） 

④ 高温ガス炉の熱利用技術を開発しておくことで、受け入れ国が必要とするエネ
ルギーと食料と環境に関する課題を解決するシステムを提供でき、国際的に貢
献できる。（利用の多様性） 

⑤ 高温ガス炉からの水素が３０円／ｍ３ 程度の価格で提供できることが水素社会
に高温ガス炉が参入する上で重要な目標である。（経済性） 
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